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○大月市産業集積促進事業助成金交付要綱 

平成２８年１２月１９日 

告示第９４号 

改正 平成３１年３月２８日告示第２６号 

令和２年３月３１日告示第４２号 

（通則） 

第１条 大月市産業集積促進事業助成金（以下「助成金」という。）の交付については、

大月市補助金等交付規程（昭和４３年大月市訓令第３号。以下「規程」という。）に

定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（目的） 

第２条 この要綱は、市内において製造業等の立地事業を行う者や本社機能移転等を行

う者、情報通信業等の立地事業を行う者に対し助成することにより、活力ある産業集

積の促進及び雇用機会の拡大を図り、もって、本市経済の活性化に資することを目的

とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

(1) 製造業等の立地事業 

製造業、試験研究所、バイオテクノロジー利用産業、物流業、データセンター

その他著しく本市経済の活性化に資するものとして市長が認める事業の用に供

する工場又は事業所（以下「工場等」という。）を市内に設置する事業をいう。 

(2) 製造業 

統計法（平成１９年法律第５３号）の規定に基づき、統計基準として定められ

た日本標準産業分類（平成２５年総務省告示第４０５号。以下「日本標準産業分

類」という。）に規定する製造業をいう。 

(3) 試験研究所 

自然科学に関する基礎研究、応用研究又は開発研究を行う施設で、日本標準産

業分類に掲げる学術・開発研究機関のうち自然科学研究所に分類され、かつ、独

立した施設と認められるものをいう。 
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(4) バイオテクノロジー利用産業 

生物の持つ働きを利用し、人間の生活に役立たせる技術を利用する産業をいう。 

(5) 物流業 

商品の輸送・保管・包装などの事業をいい、日本標準産業分類に掲げる道路貨

物運送業、倉庫業、こん包業及び卸売業をいう。 

(6) データセンター 

自己の電子計算機の情報処理機能の全部若しくは一部の提供を行う事業又は

委託を受けて自己の施設において顧客の電子計算機の保守若しくは管理を行う

事業（これらの事業と一体的に行う事業であって、顧客のためにデータベースの

作成若しくは管理その他の情報処理を行う事業又は顧客が行う情報処理に対す

る支援を行う事業を含む）をいう。 

(7) 医療機器分野 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３

５年法律第１４５号）第２条第１項に規定する医薬品又は同条第４項に規定する

医療機器に関わる製品、部品又は素材を生産し、加工し、開発し、又は研究する

産業をいう。 

(8) 水素・燃料電池関連産業 

水素の製造、輸送・貯蔵若しくは利用に関わり、又は水素を化学反応させるこ

とにより電力を取り出す燃料電池に関わる製品、部品又は素材を生産し、加工し、

開発し、又は研究する産業をいう。 

(9) 本社機能移転等 

地域再生法（平成１７年法律第２４号）に基づく「地方活力向上地域特定業務

施設整備計画」について、山梨県知事から承認を受けた者が、この計画に基づく

本社オフィス及び研究・研修施設を市内に設置又は拡充することをいう。 

(10) 情報通信業等の立地事業 

情報通信業等の用に供する事業所（以下「工場等」に含む。）を市内に設置又

は拡充する事業をいう。 

(11) 情報通信業等 

情報処理に関連したサービスを行う事業所をいい、日本標準産業分類に掲げる
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情報サービス業、インターネット付随サービス業及びコンテンツの創造、保護及

び活用の促進に関する法律（平成１６年法律第８１号）第２条第１項に規定する

もののうち、デジタル形式のものを制作する事業をいう。 

(12) 投下固定資産額 

工場等の敷地内においてその事業の用に供するため地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第３４１条に規定する家屋及び償却資産の取得に要する費用のうち、

法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号。以下同じ）第１３条第１号から第３

号まで、第６号及び第７号に掲げる減価償却資産（耐用年数が１年未満のもの及

び取得価額が２０万円未満のものを除く。）の合計額をいう。ただし、情報通信

業等に限り、同条第８号（ソフトウェアに限る。）も含めるものとする。 

(13) 賃借料 

立地事業の用に供する建物及び駐車場等の賃借契約に基づく費用をいう。ただ

し、情報通信業等に限り、法人税法施行令第１３条第１号から第３号まで、第６

号から第８号に掲げる資産（第８号はソフトウェアに限る。）を含めるものとし、

ファイナンスリース契約取引に基づくものについては、別に定める。 

(14) 通信回線使用料 

立地事業の用に供するインターネット接続費、専用回線、プロバイダ等の通信

回線に係る使用料をいう。 

(15) 常時雇用労働者 

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６０条の２第１項第１号に規定す

る一般被保険者をいう。 

(16) 自社所有地新増設事業 

製造業又は物流業の用に供する工場等を設置する事業であって、その敷地であ

る土地の取得又は借地権（設定期間が２０年以上のものに限る。以下同じ。）の

設定の日から３年を超えて当該土地又は借地権に係る土地の上に工場等を設置

し、操業を開始するとともに、将来にわたって操業を継続する見込みであるもの

をいう。 

(17) 土地の取得日等 

土地取得に係る売買契約書に記載された契約締結の日又は借地権設定の日を
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いう。ただし、契約締結日前に土地取得費に充当される売買代金の授受があった

場合にはその日を土地取得日とする。 

(18) 企業グループによる立地事業 

土地の取得、建物の取得を行う者とその土地、建物を使用して操業を行う者が

異なる場合において、両者の関係が完全子会社又は連結子会社であるものをいう。 

(19) 空き工場等取得費 

工場、事業所など、既に建っている建物等を取得する費用をいう。ただし、取

得後の改修費用はこれに含まないものとする。 

（助成対象） 

第４条 この要綱による助成の措置を受けることができる者は、次の各号のいずれかに

該当する事業を行う者であって、次条の規定により市長の認定を受けたものとする。 

(1) 製造業、物流業又はデータセンターであって、次に掲げる要件の全てに該当する

もの 

ア 新たに市内において土地を取得し、あるいは借地権を設定し、当該土地の取得

日等から３年以内に当該土地又は借地権に係る土地の上に工場等を設置し、操業

を開始するとともに、将来にわたって操業を継続する見込みであること。ただし、

土地取得後に災害その他の特別の事情により製造業等の立地事業を実施するこ

とができない期間があった場合、その期間のうち市長がやむを得ないと認める期

間は、土地取得日等から操業開始までの期間に算入しないことができる。 

イ 投下固定資産額が３億円以上であること。 

ウ 操業開始後１年以内に当該操業に伴って増加する常時雇用労働者の数が１０人

（データセンターを設置する事業にあっては、５人）以上であること。この場合

において、うち市内から新たに雇用する者をおおむね３割以上確保できる見込み

があること。 

エ 山梨県産業集積促進助成金の交付要件に該当するものであること。 

オ 当該事業の実施に当たり環境保全に関する適切な措置が講じられることについ

て市長の認定を受けたものであること。 

(2) 試験研究所、バイオテクノロジー利用産業その他著しく本市経済の活性化に資す

るものとして市長が認める事業の用に供する工場等を設置する事業であって、前号
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アからオまでに掲げる要件の全てに該当するもの 

(3) 自社所有地新増設事業であって、第１号イからオまでに掲げる要件の全てに該当

するもの 

(4) 新たに市内において土地を取得し、あるいは借地権を設定し、本社機能移転等を

行う者であって、次に掲げる要件の全てに該当するもの 

ア 当該土地の取得日等から３年以内に当該土地又は借地権に係る土地の上に本社

オフィス又は研究・研修施設を設置し、操業を開始するとともに、将来にわたっ

て操業を継続する見込みであること。ただし、本社機能移転等を実施することが

できない期間があった場合は、第１号アに準ずる。 

イ 投下固定資産額が１億円以上であること。 

ウ 第１号ウからオまでに掲げる要件の全てに該当するものであること。 

(5) 自社所有地に本社機能移転等を行う者であって、次に掲げる要件の全てに該当す

るもの 

ア 将来にわたって操業を継続する見込みであること。 

イ 投下固定資産額が１億円以上であること。 

ウ 第１号ウからオまでに掲げる要件の全てに該当するものであること。 

(6) 建物等を賃借して本社機能移転等を行う者であって、次に掲げる要件の全てに該

当するもの 

ア 市内に設置又は拡充を行う本社オフィス及び研究・研修施設のために建物等を

賃借したものであること。 

イ 第１号ウからオまでに掲げる要件の全てに該当するものであること。 

(7) 情報通信業等であって、次に掲げる要件の全てに該当するもの 

ア 情報通信業等の立地事業の実施のため、建物及び設備機器を取得又は賃借した

ものであること。 

イ 操業開始後１年以内に当該操業に伴って増加する常時雇用労働者の数が５人以

上であること。この場合において、市内から新たに雇用する者をおおむね３割以

上確保できる見込みがあること。 

２ 前項各号のいずれかに該当する場合、企業グループによる立地事業についても、助

成対象に含めるものとする。 
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（立地事業の認定） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は、立地事業について、あらかじめ市長の認

定（以下「事業認定」という。）を受けなければならない。 

２ 事業認定を受けようとする者は、操業開始前までに市長に事業認定申請書（様式第

１号）を提出しなければならない。ただし、前条第２項に該当する者については、現

地で操業する者が提出するものとする。 

３ 市長は、前項の事業認定申請書を審査し適当と認める場合は、必要に応じて条件を

付した上で事業認定を行うものとする。 

４ 市長は、前項の事業認定をしたときは、その旨を事業認定通知書（様式第２号）に

より当該申請を行った者に通知するものとする。 

（事業認定の辞退） 

第６条 前条第３項の規定による事業認定を受けた者（以下「認定事業者」という。）

は、次のいずれかに該当するときは、事業認定辞退届（様式第３号）により、速やか

にその旨を市長に提出しなければならない。 

(1) 立地事業を中止し、又は廃止したとき。 

(2) 第４条各号に掲げる要件を満たさなくなることが明らかになったとき。 

(3) 立地事業における業種又は業態の変更 

２ 市長は、前項の規定による事業認定辞退届を受けたときは、事業認定を取り消し、

その旨を認定事業者に通知するものとする。 

（事業認定の変更） 

第７条 認定事業者は、立地事業について次のいずれかの変更をしようとするときは、

市長の承認（以下「認定変更承認」という。）を受けなければならない。 

(1) 第１０条第１項各号の表の左欄に掲げる増加する常時雇用労働者の数の規模の

区分の変更 

(2) 立地事業に伴う投下固定資産額及び賃借料の２割を超える増減 

２ 認定変更承認を受けようとする者は、市長に事業認定変更申請書（様式第４号）を

提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の事業認定変更申請書を審査し適当と認める場合は、必要に応じて条

件を付した上で認定変更承認を行うものとする。 
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４ 市長は、前項の認定変更承認をしたときは、その旨を事業認定変更承認書（様式第

５号）により通知するものとする。 

（操業開始の届出） 

第８条 認定事業者は、操業開始の日から３０日以内に操業開始届出書（様式第６号）

を市長に提出しなければならない。 

（地位の承継） 

第９条 認定事業者の地位は、合併その他特別の理由がある場合に限り承継することが

できる。 

２ 認定事業者の地位を承継しようとする者は、承継承認申請書（様式第７号）を市長

に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の承継承認申請書を審査し適当と認める場合は、必要に応じて条件を

付した上で承継の承認を行うものとする。 

４ 市長は、前項の承継の承認をしたときは、その旨を認定事業者の地位を承継しよう

とする者に通知するものとする。 

（助成金の交付） 

第１０条 市長は、第２条の目的を達成するため、認定事業者に対して、予算の範囲内

で次の各号に定める額以内の助成金を交付する。 

(1) 第４条第１号に係る事業の場合 次の表の左欄に掲げる助成区分に応じ、それぞ

れ同表の中欄に定める額以下の助成金を交付する。ただし、同表右欄に定める助成

限度額を上限とする。 

助成区分 助成額 助成限度額 

1 県内に初めて

工場等を設置する

場合 

投下固定資産額に1％（空き

工場等取得費については

0.5％）を乗じた額 

ただし、立地事業が別表の

左欄に掲げる加算要件に該

当する場合は、それぞれの

右欄に掲げる加算値を加え

た率を乗ずるものとする。 

1.5億円 

ただし、医療機器分野又は水素・燃料電池

関連産業の場合は3億円 

2 1以外の場合 6千万円 

ただし、医療機器分野又は水素・燃料電池

関連産業の場合は1.5億円、医療機器分野

又は水素・燃料電池関連産業以外で投下固

定資産額が100億円以上の場合は1億円 



8/50 

(2) 第４条第２号及び第３号に係る事業の場合 次の表の左欄に掲げる助成区分に

応じ、それぞれ同表の中欄に定める額以下の助成金を交付する。ただし、同表右欄

に定める助成限度額を上限とする。 

助成区分 助成額 助成限度額 

1 県内に初めて

工場等を設置する

場合 

投下固定資産額に0.5％を乗

じた額 

ただし、立地事業が別表の左

欄に掲げる加算要件に該当す

る場合は、それぞれの右欄に

掲げる加算値を加えた率を乗

ずるものとする。 

1.5億円 

ただし、医療機器分野又は水素・燃料電

池関連産業の場合は15億円 

2 1以外の場合 6千万円 

ただし、医療機器分野又は水素・燃料電

池関連産業の場合は1.5億円、医療機器

分野又は水素・燃料電池関連産業以外で

投下固定資産額が100億円以上の場合

は1億円 

(3) 第４条第４号から第６号までに係る事業の場合 次の表の左欄に掲げる助成区

分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める額以下の助成金を交付する。ただし、同表

右欄に定める助成限度額を上限とする。 

助成区分 助成額 助成限度額 

1 新たに土地等

を取得する場合 

投下固定資産額に5％を乗じた額（空き工場等取

得費については1％） 

ただし、立地事業が別表の左欄に掲げる加算要

件に該当する場合は、それぞれの右欄に掲げる

加算値を加えた率を乗ずるものとする。 

2千万円 

2 自社所有地の

場合 

投下固定資産額に1％を乗じた額ただし、立地事

業が別表の左欄に掲げる加算要件に該当する場

合は、それぞれの右欄に掲げる加算値を加えた

率を乗ずるものとする。 

2千万円 

3 建物等の賃借

の場合 

賃借料の1／2の額（操業開始から3年間に限る） 年200万円 
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(4) 第４条第７号に係る事業の場合 次の表の左欄に掲げる助成区分に応じ、それぞ

れ同表の中欄に定める額以下の助成金を交付する。ただし、同表右欄に定める助成

限度額を上限とし、助成区分のいずれにも該当する場合には、双方の額を合算する。

なお、助成区分のいずれにも該当する場合には、双方の額を合算する。 

助成区分 助成額 助成限度額 

1 建物及び設備

機器を取得する場

合 

投下固定資産額に1.4％を乗じた額 

ただし、立地事業が別表の左欄に掲げる加算要

件に該当する場合は、それぞれの右欄に掲げる

加算値を加えた率を乗ずるものとする。 

2千万円 

2 建物及び設備

機器等を賃借する

場合 

賃借料又は通信回線使用料の合計の1／2の額

（操業開始から3年間に限る） 

年200万円 

２ 立地事業が市内の既存の工場等の廃止に伴うものである場合における前項各号の規

定の適用については、同項の表中「投下固定資産額」とあるのは「投下固定資産額（廃

止される工場等の用に供している家屋及び償却資産の固定資産評価額を控除したも

の。）」とする。 

（分割交付） 

第１１条 市長は助成金の交付決定に当たり、助成金額が１億円を超える場合には、そ

の支払が単年度１億円を超えない範囲で分割するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により助成金の交付を分割して受ける者が第５条の規定による

事業認定を受けた立地事業により設置した工場等の操業等（以下「工場等の操業等」

という。）を休止し、又は廃止したときは、以後の助成金の支払を行わないものとす

る。 

（助成金の交付申請） 

第１２条 助成金の交付を受けようとする認定事業者は、操業開始の届出の日から１年

以内に、助成金交付申請書（様式第８号）に、次に掲げる書類を添付して申請しなけ

ればならない。 

(1) 土地又は借地権の取得を証する書類 

(2) 工場等の概要を明らかにした書類 
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(3) 工事請負契約書、売買契約書、賃貸借契約書及び領収書などの投下固定資産額及

び賃借料を証する書類 

(4) 操業開始後１年以内に当該操業に伴って増加した常時雇用労働者の数を証する

書類 

(5) 第５条第４項及び第７条第４項の規定による通知の写し 

(6) 立地事業が別表に規定する加算要件に該当する場合は、それを証する書類 

２ 複数年にわたって助成金の交付決定を行う必要のある立地事業については、年度ご

とに助成金の交付申請を行うものとし、前項に定める必要書類のうち第３号から第５

号までの書類を添付して申請を行うものとする。 

（助成金の交付決定） 

第１３条 市長は、前条の規定による助成金の交付申請があったときは、助成金の交付

決定を行い、助成金交付決定書（様式第９号）により認定事業者に通知するものとす

る。 

（助成金の実績報告） 

第１４条 規程第９条の実績報告書は、第１２条の規定による助成金交付申請書の提出

をもって報告があったものとみなす。 

（状況報告） 

第１５条 認定事業者は、助成金の交付を受けた日の翌日を基準日として事業状況報告

書（様式第１０号）により市長に報告しなければならない。 

(1) １年が経過した日 

(2) ２年が経過した日 

(3) ３年が経過した日 

(4) ４年が経過した日 

(5) ５年が経過した日 

２ 前項の報告は、基準日から３０日以内に行わなければならない。 

（助成金の交付決定の取消し） 

第１６条 市長は、第１３条の規定により助成金交付決定書を受けた認定事業者が次の

いずれかに該当すると認めるときは、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消すこ

とができる。 
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(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

(2) 規程又はこの要綱に違反する行為があったとき。 

（助成金の返還） 

第１７条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、既

に助成金が交付されているときは、助成金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

２ 市長は、第１３条の規定により助成金交付決定書を受けた認定事業者が次のいずれ

かに該当するときは、助成金の一部の返還を命ずることができる。 

(1) 次条第１項で定める期間内に工場等の操業等を休止し、又は廃止したとき。 

(2) 次条第１項で定める期間内に事業の縮小、外注化、転換等により業種、業態の著

しい変更をしたとき。 

(3) 次条第１項で定める期間内に投下固定資産（第１０条の規定による助成金の額の

算定の対象となった投下固定資産額に係る固定資産をいう。以下同じ。）を処分し

たとき。 

（操業継続期間等） 

第１８条 認定事業者は、第４条各号に掲げる要件を満たす立地事業を操業開始から１

０年間継続して営むよう努めなければならない。 

２ 認定事業者は、第１３条の規定による助成金交付決定書に記載された「増加する常

時雇用労働者の数」以上の労働者数を同条の規定による通知の日から３年間維持する

よう努めなければならない。 

（休止等の事前協議） 

第１９条 認定事業者は、前条第１項に定める期間内に次のいずれかに該当する場合に

は、あらかじめ理由、予定日、解雇者数その他必要な事項について、休止等の事前協

議書（様式第１１号）により市長に届け出て協議を行わなければならない。 

(1) 工場等の操業等を休止し、又は廃止しようとするとき。ただし、倒産の場合を除

く。 

(2) 事業の縮小、外注化、転換等により解雇、一時帰休、希望退職等の雇用調整が生

ずる業種、業態の著しい変更をしようとするとき。 

(3) 投下固定資産を処分しようとするとき。 

（県との連携） 
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第２０条 市長は、第２条の目的が達せられるよう、県と連携を密にするとともに、山

梨県産業集積促進助成金との整合性を図ることに努めるものとする。 

（雑則） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（有効期限） 

２ この告示は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに第５

条に定める事業認定を受け、かつ、土地又は借地権を取得済の者については、同日以

後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成３１年３月２８日告示第２６号） 

この告示は、平成３１年３月３１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日告示第４２号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和２年３月３１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の大月市産業集積促進助成金交付要綱（以下この項において

「新要綱」という。）の規定は、令和２年４月１日以後に新要綱第５条の規定による

立地事業の認定がなされた事業に適用し、改正前の大月市産業集積促進助成金交付要

綱第５条の規定による立地事業の認定を受けた事業については、なお従前の例による。 

別表 

加算要件 加算額 

成長分野 

（第4条第1項第1号から第3号までに係る立地

事業が右欄のいずれかに該当） 

医療機器分野 1％ 

水素・燃料電池関連産業 1％ 

物流業 0.2％ 

データセンター 0.2％ 

高付加価値創出事業（※1） 0.6％ 
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第4条第1項第1号から第4号の3までに係る立

地事業における県外からの新規雇用者 

5人以上 0.2％ 

10人以上 0.4％ 

第4条第1項第5号に係る立地事業における県外

からの新規雇用者 

1人以上 0.4％ 

※１ 「高付加価値創出事業」とは、地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律（平成１９年法律第４０号）第２４条の規定に基づき課税

の特例の適用がある承認地域経済牽引事業をいう。 



14/50 

 



15/50 

 



16/50 

 



17/50 

 



18/50 

 



19/50 

 



20/50 

 



21/50 

 



22/50 

 



23/50 

 



24/50 

 



25/50 

 



26/50 

 



27/50 

 



28/50 

 



29/50 

 



30/50 

 



31/50 

 



32/50 

 



33/50 

 



34/50 

 



35/50 

 



36/50 

 



37/50 

 



38/50 

 



39/50 

 



40/50 

 



41/50 

 



42/50 

 



43/50 

 



44/50 

 



45/50 

 



46/50 

 



47/50 

 



48/50 

 



49/50 

 



50/50 

様式第１号（第５条第２項関係） 

様式第２号（第５条第４項関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条第２項関係） 

様式第５号（第７条第４項関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第９条関係） 

様式第８号（第１２条関係） 

様式第９号（第１３条関係） 

様式第１０号（第１５条関係） 

様式第１１号（第１９条関係） 

 


